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1. 本研究の背景と目的 
 公共事業に対する批判の声が近年、特に高まって

いる。そのため、社会基盤施設の役割と効果を明ら

かとすることが土木技術者に求められている。これ

までは計画の妥当性や事業のインパクトが評価の主

な視点であった。しかし、長期間にわたる大規模プ

ロジェクトでは、それらと同時に計画や開発プロセ

スも重要な評価の視点となりうる。 

 本研究は政策評価におけるロジックモデルに着目

し、新たな開発プロセス評価手法を提案することを

目的とした。そして、北海道で実施された苫小牧工

業開発を対象とし、政策評価を行ったものである。

苫小牧の工業開発は 1963(昭和 27)年に港湾の供用

が開始された西港区(苫小牧臨海工業地帯)と 1980 

(昭和 55)年に供用が開始された東港区(苫小牧東部

工業基地)にわけられる。本研究は西港区における開

発を主な評価対象としている。 

 

2. 政策評価モデルによる事後評価 
(1) セオリー評価とロジックモデル 

 政策評価の手法は一意的に決定されるものではな

い。本研究では、セオリー評価に着目した。セオリ

ー評価の最終成果物がロジックモデルである 1)。こ

れは計画における｢投入⇒活動⇒結果⇒成果｣の過程

を示すものである。この過程が計画における仮定の

下で連鎖的に実施され、目標が達成される。 

 これにより、セオリー評価では計画の介入理論の

妥当性が検証される。 

(2) プロセス評価モデルの提案 

 本研究は時系列的に事項を整理し、開発プロセス

を評価する。しかし、大規模なプロジェクトは長期

間にわたり、複数の事業から構成されている。その

ため、単なる年表では詳細なプロセスを把握するこ

とが困難である。本研究では、ロジックモデルの概

念を基にプロセス評価モデルを提案する。 

 横軸にロジックモデルの投入から成果へのフロー、

縦軸に時間軸を表現したものがプロセス評価モデル

である(図 1)。また、横軸には事業の契機を示す｢要

因｣と成果が周囲環境に与えた｢変化｣の要素を追加

する。すなわち、計画や事業の動機となる要因から、

ロジックモデルの投入から成果の過程、成果が周囲

に与えた変化を図示し、開発プロセスを動的に表現

するものである。また、ある事業による変化が他の

要因となる連鎖関係も表現される。 

 苫小牧工業開発のような大規模プロジェクトは長

期間にわたり、複数の事業から構成されている。プ

ロセス評価モデルはそれらを考慮したモデルである。 

 

3. 政策評価への新聞記事データの活用 

 開発プロセスを把握する資料としては史書や計画

書がある。だが、これらの資料には筆者等の主観が

入っている、開発プロセスを充分に把握できない等

の問題点がある。 

 本研究では新聞記事データベースを構築し、プロ

セス評価モデルの作成に用いた。昭和 40 年代に発刊

された日本経済新聞・北海道新聞・苫小牧民報など
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図 1 プロセス評価モデルの概念図 
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2)から、関係者の発言等を中心に約 3,300 件の記事か

らなるデータベースを構築した。さらに、新聞記事

によっても明らかとされない部分について、当時の

関係者にインタビュー調査を行っている。 

 

4. 苫小牧工業開発のプロセス評価 2), 3) 

(1) 苫小牧工業開発へのプロセス評価モデル適用 

 本研究では、港湾施設と企業立地に着目し、プロ

セス評価モデルを作成した。港湾施設に関するプロ

セス評価モデルを図 2 に示す。新聞記事データベー

スから得られる関係主体に関する情報を、図中の凡

例に示すように表現している。プロセス評価モデル

から、当初の計画が変更されていたことが明らかと

なった。すなわち、フェリーの就航とコンテナ荷役

施設の整備である。 

 このような計画の修正は企業立地計画においても

みられる。当初、鉄鋼業が苫小牧工業開発の基幹産

業として位置づけられていた。しかし、その誘致が

難しい状況となったため、鉄鋼業の誘致予定地に木

工団地の進出を許可し、アルミニウム精錬産業の誘

致へと転換した。結果、苫小牧港西港区はアルミ精

錬産業を核とした工業地帯を形成することになる。 

 これらの修正によって、西港区は北海道における

流通拠点、工業基地としての地位を築くことになっ

た。これが苫小牧西港区における開発の成果である。 

(2) 開発プロセスの修正とその評価 

 このような計画修正の要因には、北海道の石炭積

出量や日本の鉄鋼需要量の減少が含まれている。す

なわち、基本計画が想定していた仮定が実現されな

かったために計画が修正された。その点において、

計画は誤りを含んでいたといえる。 

（凡例）

行政 共通 船主、業界外部要因 フローの内容

苫東マスタープラン閣
議決定 ｓ46

・暫定施設着工
・暫定施設の規模縮小
（採算ベースにあわせ）

暫定施設完成

田中角栄内閣発足 ｓ47

暫定施設では狭い
新フェリーターミナル等
の施設整備着工

第1次石油危機 ｓ48

ｓ49

苫小牧港の取扱貨物
量全道一に ｓ50

第一船入港（日本沿
海フェリー「さっぽろ
丸」）

フェリー取扱貨物量の
増加

～

第三期全国総合開発
計画閣議決定 ｓ52

コンテナ貨物に対応し
た港に

新フェリーターミナル
完成

第一船入港（日本沿海フェリー「しれとこ丸」）
太平洋沿海フェリー、
シルバーフェリー、

新東日本フェリー就航

新フェリーターミナルの
建設

フェリー増加による岸
壁のシフト制が提案

中央北ふ頭2,3号岸壁供
用開始（内航大型コンテ
ナ専用）

コンテナ専用岸壁、施設
の整備

シベリアランドブリッジの
コンテナ航路開設（南ふ
頭）

勇払ふ頭に内航小型コ
ンテナ専用岸壁

海上輸送の
コンテナ化が激化 コンテナ専用岸壁、施設

の整備

社会変化 要因 投入 活動 結果 成果 変化

ｓ43

・世界的コンテナ化の
傾向
・外航船誘致の前提条
件

新全総閣議決定 ｓ44

・北海道本州間の貨物
増大
・北海道の発展

受け入れ体制の整備
（施設、人員等）

苫小牧港発のフルコン
テナ船「樽前山丸」入
港

・港の利用度アップ
・荷役作業の円滑化

第三期北海道総合開
発計画閣議決定 ｓ45

・東4号埠頭の供用開始
・フェリー埠頭の建設認可

日本沿海フェリーが苫小牧
東京間の免許を受ける

日本沿海フェリー計画縮
小　⇒採算を考慮 地元は観光客に期待

暫定フェリーターミナル
の建設

コンテナ基地化

石炭岸壁の遊休化

・北1号バースがコンテナ専
用に
・コンテナ輸送実験
・コンテナ荷役の訓練…

・木材港区東側にコンテナ
専用岸壁を2つ造る

港湾整備新5ヵ年計画

図 2 苫小牧工業開発のプロセス評価モデル －港湾施設－（一部を抜粋） 

 苫小牧東港区においても、計画策定時の仮定は実

現しなかったと考えられる。しかし、成果を生み出

すような計画の修正が行われなかった点が西港区と

の違いである。 

 すなわち、周辺状況の変化に合わせた修正を行い、

成果を生みだした点が苫小牧港西港区の開発におい

て評価されるべき点である。このことは、計画の仮

定に関する誤りとは別に評価すべきものといえる。 
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